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1 はじめに   2 推論能力の限界を考慮した動学的  

多主体意思決定モデル   

ゲーム理論における意思決定状況の分析の多くは、情  

報の完備性の仮定の下で、ナッシュ均衡や部分ゲーム完  

全均衡などの概念を用いて行われてきた。情報が不完備  

な場合でも、意思決定主体の持つ信念に対する確率を導  

入することにより、情報完備な場合に変換し、やはり、  

ナッシュ均衡などの概念を用いて分析する。   

いずれの場合においても、意思決定主体は、意思決定  

状況全体を見渡した上で行動選択を行うことが仮定され  

ている。しかし、現実の意思決定ではその先にどのよう  

なノードがあるのか。また各主体の行動によりどのよう  

な結果に至るのか漠然としかわかっていない場合も多い  

と考えられる。   

ここで考える意思決定状況は、完全情報の有限展開形  

ゲーム状況G＝（J，Ⅳ，A，α，（凡）J，（γJJ）である。ここ  

で、J：意思決定主体の集合、Ⅳ：ノード集合、A：行動  

の集合、α：ノード間のつながりを表す関数、（凡）′：各  

意思決定主体のノードを定める分割、（γi）J：各意思決定  

主体の利得の集合である。   

また意思決定主体は以下の行動ルールに従い行動を選  

択すると仮定する。  

（1）各主体は自分の全ての手番において、行動の結果  

到達できるノードに対し、到達した場合どのぐらいの利  

得が得られるのか、ノードの評価を行う。終点ノード以  

外のノードについては、backwardinductionによって推  

論を行う。しかしながら、各推論過程において、ある確  

率で推論に誤りが生じる。終点ノードの利得は正確に認  

識していると仮定する。  

（2）推論の際に誤って最適ではない行動を選択する確  

率は、現在のノードから推論しているノードまでの深さ  

をα、最適な行動と現在考慮している行動の利得の差を  

ぁとするとき∈吾で選択してしまうと仮定する。ただし  

たをそのノードで取りうる行動の数とするときこの値は  

主を超えないものとする。  

本報告では、主体が各手番において、状況を大まかに  

認識し、そのうえで推論を行い行動する状況を表現する  

数理的モデルを提案する．。さらに、それを従来のモデル  

による分析が現実と帝離しているとの批判がある「ムカ  

デゲーム」に適用し、主体の能力と起こる結果について、  

社会的な望ましさという視点から検討する。  

数理的意思決定理論において、従来は、主体が状況を  

正確に認識したうえで、構造全体を眺めた上で決定を行  

うと仮定するものがほとんどだった。しかしながら、完  

全に合理的な主体に対する分析は、現実と合わないと大  

きな批判を受けてきた。Rosenthal【1】は人間の行動には  

誤りが不可避ということで、このような批判に答えよう  

とした。一方、猪原【21は一般に我々は全ての選択肢を吟  

味検討しているとは限らないとし、こういった人間の推  

論能力の限界には注目し、利得の平均値のみを相場感と  

して認識してい ると仮定し、その数理的表現を試みた。  

本報告では、主体は従来の後ろ向き帰納法的による最  

適反応の探索を試みるという仮定の下で、ある確率で推  

論に誤りをきたすという形で、推論能力の限界の表現を  

試みる。その際に、この推論の精度は、木構造の深さと、  

検討している選択肢がもたらす結果の利得差に依存する  

と仮定して、従来のモデルをを包括し、より現実的な社  

会状況を記述するモデルを提案する。  

ここで、個人合理性と全体合理性が矛盾するような動  

学的ゲームの一つに、「ムカデゲーム」【1】がある。この  

ゲームに対し、従来のゲーム理論の解概念は、一回目で  

確実にゲームが終了するという結果を導く。しかしなが  

らこれは我々の直観とはかなりかけ離れている。本報告  

では我々の枠組みを適用し、この疑問に対する考察を行  

い、社会における協力関係の実現について推論能力がど  

のような影響を与えるのか考察を行う。  
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（3）最適な行動が用ある場合、（1「軍と‡）恒碑卑■卑ことによりお互いに望ま・しい結果が実現されるにもか  

で、それぞれの最適行動を選択する。  かわらず、近視眼的には裏切りの誘因が存在し、一度で  

（4）以上の行動ノンールに従い主体が行勤していき、卑も裏切ると協力関係が永遠に壊れてしまうという社会状  

終的に一つの終点ノ．－ドが決－まって、利得が支払われる一況のモ≠ル化と憂えられる0ここでは川に従い、Pを  

選択すると、自分の利得は1減少し、相手の利得が3増  

加するとする。ここで決定ノードが乃回存在するムカデ  

ゲームをれ階のムカデゲームと呼ぶ。なお図1は乃±2  

の時のムカデゲームである。   

ここで上の枠組みを用いて、解析的にm＝5の場合の  

場合まで分析を行った。その結果、ゲームが二回目以降  

まで続く確率が最大となる亡の値は、mの減少関数とな  

ることがわかづた。またこ 

れの増加関数となることが確認された。・また▼nが大きい  

場合は解析的な取り扱いが困難であろが、この命題は一  

般のmに対し成り立つと予想される。ここではその予想  

に対しシミュレーションを用いて検証を行った。   

その結果m＝100の場合、∈＝0．0001という微小な  

キラーレートでも、一回目で終了する確率は1％前後  

となり、またゲームが続く回数の期待値も30を超える  

という結果を得た。  

ことにより全体の意思決定状況が終了する。  

図1：‘ムカデゲーム  

例えば図1の場合、具体的には、まず1が右に行っ  

た場合いくらの利得が得られるのか推玲する場合、確率  

1－eで2が最適反応を取った場合の終点ノード乃5が達  

成されると推論し、確率∈で、皇が最適反応を取った場  

合の終点ノードれ4が達成されると推論する。従って、1  

は確率∈でPを、確率1・一亡でTを選択することとな  

る。一方、2は自分の選択の結果到達されるノードが全  

て終点ノードのため確率1－∈でれ4を選択する。従って  

確率亡でれ4が、確率1－∈でm3が起こるという結果を  

得る。   

土のモデルでは、（a）最初は情報が少ないため遠い将  

来に関しては粗い決定になる可由性が高い。（b）しかし  

ながら逐次的に情報をup坤eすることにより、予定を  

修正していくことが可能であるため、より現実味のある  

行動計画を表現することができるという考え方に基づい  

ている。  

4 まとめ  

本報告の結果は人間の推論能力の微′トな不完全性が、  

社会的にはむしろの望ましい結果を導くこともありうる  

こと■を示している。またその際の最も利得を得る亡がm  

に関する減少関数となることは、進化の過程における将  

来の潜在的協力回数の増加に対し、合理性のより高いタ  

イプが適応度最適となることを示唆している？   

一般に協力関係からの離脱に対する誘因が働いてい  

るような社会状況においては、協力関係を保ちパレー ト  

最適な社会を保つためには罰則を設ける必要がある。 

かし、罰則を設ける際には社会的コストが発生すると考  

えられる。このように、微小な推論能力の欠如がむしろ  

社会的な適応度を増加させうる可能性があることがわ  

かった。  

3 ムカデゲームヘの適用   

「ムカデゲーム」川は二人の意思決定主体が交互に  

意思決定を行う状況で、各手番でさ享両者ともpa5S（P）  

またはtake（T）という二つの行動を持つ有限ゲーヰで  

ある。Passをすると自分の利得は下かるけれども、相手  
の利得はそれ以上に増加する。Takeを取るとその時点  

でゲームが終了し両者はその時点での利得を得る。従っ  

てお互いにpassを続けるほうが社会的には望ましい結  

果となる。しかしこのゲームは有限回で終了するため、  

ナッシュ均衡などの個人合理的な行動原理が導く解は、  

一回目でTが取られ、ゲームが終了するというパレー  

ト的に極めて不効率な結果となる。これは両者が協力す  
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